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クラウドコンピューティングは，維持・運用コストや一時的に発生す

る導入構築費用を低減する手段として，経営・情報共有を目的に

導入が始まり，近年は業務システムへと適用が広がってきている。し

かし，クラウドを導入しようとすると，「目的とする効果が得られるか」，

「運用体制は合致するか」，「扱うデータや情報は最適か」など，検

討すべき多くの課題に直面する。日立グループは，これらの課題を

乗り越えて導入を円滑に進め，ビジネスを革新し，経営効果を引き

出すサポートサービスを展開している。

1.　はじめに

クラウドコンピューティングの環境を使用してコン
ピュータのリソース環境を統合し，最適な運用形態に移行
していくという考え方は，コンピュータの構築方法として
一般的となった。経営基盤としてのERP（Enterprise 

Resource Planning）を活用した財務や会計分野における，
PaaS（Platform as a Service）を活用した運用や運用維持費
の低減，および，変化の多い人と人とのコミュニケーショ

ンやコラボレーションを支える分野へのSaaS（Software as 

a Service）適用などは，多くの顧客が導入し，効果を生み
出している。
新しい事業を創生したり，業務を改善したり，情報を活
用して課題を解決するなど，さまざまな分野での適用が見
込まれている。
ここでは，ビジネス革新に向けたクラウドの適用傾向と
導入に向けたコンサルティングの状況について述べる。

2.　ビジネス変革に向けたクラウド導入の傾向

クラウドを導入していく目的は，分野ごとに異なる。こ
こでは，クラウドを活用したシステムの導入の状況と，導
入時に注意するべきことを述べる（図1参照）。

2.1　フロント業務の最適化
グローバルなビジネス構造の進展や迅速な事業展開とい
う要求を受け，海外で情報を作成し，国内に取り込むよう
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図1│組織全体を支えるクラウドコンピューティング環境
事業変化を受けるフロント系でのSaaS利用，基幹システム周辺の統合運用のニーズに応えるPaaS，急激なリソース運用に耐える情報活用の分野への適用が拡大
している。

注：略語説明　SaaS（Software as a Service），PaaS（Platform as a Service）





feature articles

Vol. No. –  ビジネスの変革を牽引するクラウドソリューション

なシステムを早期にかつ機密性をもって展開するニーズが
増えている。このようなシステムを構築する場合，クライ
アント端末のコントロールの機能，営業情報や情報共有の
アプリケーションなどをSaaSで構築することが多くなっ
ている。
このような利用形態の場合には，業務活用する情報の分

別だけでなく，利用者の認証や変更の管理方法を既存シス
テムと統合していくなどの観点に注意する必要がある。こ
れにより，海外での流動的な人の増減やセキュリティなど
リソースの最適化だけでなく，組織にとって重要な情報を
保護することができる。

2.2　経営プラットフォームの最適化
財務，会計など経営プラットフォームを成す業務システ

ムの分野では，経営の根幹となる情報を扱う。以前からさ
まざまなパッケージソフトウェアなどが導入されてきた
が，システムやデータが分散し，業務の改変も頻繁で，運
用コストは膨らみ続けてきた。これに対して，利用する
サーバ群に仮想化技術を適用し，システムを統合してい
く。統合した範囲の IT（Information Technology）インフ
ラにPaaSを使用し，リソース運用維持のコストを最適化
している。
このような利用形態の場合，導入までに統合のシナリオ

を持ち，順序立てて推進する。また，利用者と提供者の間
で，システムやアプリケーションの運用，作業などの責任
範囲を明確にしておく必要がある。

2.3　 災害対策などの危機管理の最適化
―そして情報運用の基盤へ―

ここまで述べてきたように，クラウドは組織活動の一部
として稼働するようになっており，さらにこの仕組みを活
用していこうとする考え方が広がっている。その一つが，
リソースの分散による災害対策をしたシステム運用である。
これまでは，危機管理というとシステムデータのバック

アップを外部媒体に保存し，有事の際にはデータを復旧す
ることを考えるか，システムを正と副に二重化した環境を
自社内に構築しておくことが主流であった。しかし，復旧
に時間を要したり，利用しないリソースが多量になるた
め，効率を上げていく必要があった。これに対応するため，
システムやディスクを共用化・仮想化し，クラウド環境に
交代システムを構築していく。
このような場合，従来，バックアップなどの運用が個別

部署に依存することなどにより，運用経費が割高に思われ
ることがある。そのため，統合した管理方法での安定した
稼働などを提案して推進していく必要がある。

3.　経営の目的に即したクラウドの活用

ビジネス改革を目的にクラウドを活用するための戦略や
方針の策定には，経営から見た事業やリスクに対する耐性
などの目標，それに要する経費，運用の仕組み，体制の確
立など，考慮すべきポイントが多数ある（図2参照）。
ここでは，各部門で保持している情報活用系システムの
最適運用と事業リスクの低減への施策を講じた例，および
電力利用という観点からのシステム集約の例を紹介する。

3.1　情報活用系システムの最適化と事業リスクの低減
個別の業務向けワークフローシステムや契約情報の整理
のための情報系システムなどは，従来，基幹システムが会
社全体で使用されることに比べて個別利用が多く，各部門
が独自に運用する傾向がある。今回対象となった企業で
も，個別のシステムがそれぞれの部門の要求に従って運用
されていた。
当初は，危機管理などで業務継続のために基幹システム
のみを再開することを計画していたが，それだけでは業務
継続が難しいと判断された。そこで，情報系システムも
バックアップ機器を導入し，事業の継続性を図っていく必
要が生じてきた。
ところが，すべてのシステムを二重化したり，即時の代
替機器によって再稼働したりすると，不稼働の機器が増え
るだけでなく，再稼働に向けた費用も大きくなる。また，
組織ごとの運用に依存していたため，有事の際にどのよう
にシステムを再開すべきかなどを判断できるようになって
いなかった。
そこで，まず経営的な目標を明らかにするために関係す
るシステム全体を洗い出す。それらを二重化したり，運用
のコストを示したりすることにより，費用の大枠を把握す
る。予算および業務の復旧などを満足するために，システ
ムの中でも業務の関係から復旧の要件を整理し，個別のシ

（1）クラウド導入目的の明確化， 詳細化
クラウドの特徴を経営にどう生かすかを顧客の
経営方針に沿って整理し， 効果を検証して指標
を設定する。

（2）実現性 ・ 効果の検証

現状調査を基に， クラウド導入後の姿を検討し，
クラウド導入の実現性や効果を検証する。

（3）基本方針 ・ ロードマップなど作成

検証結果に裏付けされた基本方針， ロードマップ
などを作成し， 構想書としてまとめる。

例 ： サンプルシステムを選んで詳細を検討

例 ： サーバ数百台規模でスケールメリットを調査

組織 業務 技術 費用クラウドの特徴
資産所有から
サービス利用へ
スケールメリット
によるコスト低減

大規模データ処理

経営への貢献

生産性向上

TCO削減

ITガバナンス強化

事業リスク低減

図2│クラウド導入戦略策定コンサルティングの流れ
目的を明らかにし，それに合わせて実効性を評価し，基本計画を策定する。

注：略語説明　IT（Information Technology），TCO（Total Cost of Ownership）
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ステムに適用していく（図3参照）。
また，並行して，業務運用の条件から共通運用が可能な

システムなどを仮想化した基盤へ移行できないかといった
点の整理を進める。
これらの検討に基づき，重要度や人的なリソースなどを

勘案し，仮想化して集約する時期，それらのバックアップ
や二重化環境への移行を判断する。また，移行したシステ
ムの共通運用によるバックアップ環境の運用コストの最適
化などを明らかにすることで，クラウドへの移行計画を定
めていく（図4参照）。

3.2　省エネルギー，節電の目標の実現
環境面での要求も経営課題と大きく関係し，省エネル

ギーや省電力への解決策もクラウドに期待されている。
そこで，運用経費やライセンス料など維持に関わる費用

だけでなく，消費電力量とそれに伴うCO2排出量などを
勘案した最適化計画を施策として盛り込むことができるよ
うにしている（図5参照）。
サーバなどのシステムについて，1台ごとの使用電力と

それに伴うCO2排出量を定量化したデータを使用し，模

式化している。まず，サーバを完全に集約した状態でシ
ミュレーションし，企業内に配置した状況での最小の値を
得る。それらのサーバのうち，PaaSを使用したり，デー
タセンターに集約したりすることができるものを洗い出
す。これらのデータを整理し，先に検証した事業継続性，
業務への関係性を経営視点で判断できるよう，最適化され
た情報システムの姿を分かりやすく示し，具体的な ITシ
ステムの計画を立案していく（図6参照）。
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図6│PaaS活用による年間電気代の見積もり
PaaSを活用した場合と自社内に配置した場合の電力消費量を比較し，移行の
計画に反映する。

・ プライベートクラウドへのサーバ集約により， サーバ台数が削減でき， 
   7年累計の消費電力量の削減量は227，760 kWhと見込まれる。
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・ 現行維持した場合と比較し，16％の消費電力量削減率が見込まれる。
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図5│サーバ集約による消費電力量の見積もり
各地に分散しているサーバの使用電力量を集約計画に割り当て，使用量の最
適化を図る。
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図4│クラウド環境を活用した災害対策サイトへの移行計画
大きなリソースを二重化することなく，必要最低限のリソースを把握し，そ
れらを復旧レベルなどに合わせて集約配置するプランを策定する。
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図3│重要度と復旧日程などのすり合わせでのコスト最適化
事業継続性を目的としたクラウドの活用では，システムの重要度として復旧
運用の検討を加味する。
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4.　導入を支援するコンサルティングメニュー

ビジネスの革新に向けてクラウドを導入していくために
は，経営，運用組織などさまざまな視点からの検討を要す
る。そこで，導入を支援するサービスを準備し，顧客の経
営層や情報システム部門の意思決定を支援している（図7 

参照）。
クラウドサービス構想策定支援，データ利活用サービス

構想策定では，BCP（Business Continuity Plan：事業継続
計画）の実現，グローバルビジネスの迅速な展開，情報の
活用と保全など，経営視点でクラウド導入の目的を明確化
し，クラウド構想の策定を支援する。
クラウドサービス事業化構想策定支援では，クラウド

サービスの事業者や顧客企業グループなどにおいて，クラ
ウド運用に関する事業構造，運用方法の規定化などを支援
する。特に，企業グループで統合したシステムを共同利用
する場合などは，それぞれの利用状況から運用組織の構成
など利用サービス化していく施策の策定を支援している。
クラウド導入計画策定支援では，組織や業務，システム

に求められる要件を整理し，構築に向けた実行計画策定を
支援する。サービス提供者のサービスレベルや情報管理の
法的な課題などについての施策を策定し，クラウド利用の
リスク回避も並行して実現するようにしている。
クラウド適用アセスメントでは，導入事例に基づいた

データを収集し，クラウド導入・運用のコストだけでなく，
クラウドへの移行による消費電力量やCO2の削減試算な
ども提供する。これにより，具体的な導入計画をイメージ
することができる。

IT運用計画策定支援では，保守・運用業務の標準化など，
クラウドに関わる運用のガバナンスを確立していく。個別

の部門の利用者に対する費用課金体系の整備，提供ベン
ダーとのSLA（Service Level Agreement）の確認，IT資産
管理体系確立などを支援している。
データ利活用計画策定では，データの生成・取得，保管，
保存，廃棄というライフサイクルから見た長期的かつセ
キュアな情報の維持を図っていくための情報運用方針を策
定する。
これらコンサルティングメニューの有効活用により，組
織的な仕組みや機器構成などを最適化し，効果的な IT環
境を構築していくことができる。

5.　おわりに

ここでは，ビジネス革新に向けたクラウドの適用傾向と
導入に向けたコンサルティングの状況について述べた。
クラウドは，運用や ITリソースの整理統合を目標とし
たコスト削減効果が大きいと言われ，導入の拡大に伴い，
情報システムの基盤として利用されてきている。
日立グループは，これらの効果を最大限にもたらすビジ
ネスのインフラとして，クラウドコンピューティングを充
実させていく。

1）  飯塚，外：企業基幹情報システムの進化を支えるHarmonious Cloud，日立評論，
93，7，462～467（2011.7）
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図7│クラウド導入のコンサルティングメニュー
クラウドの導入フェーズと各課題に合わせ，適切にサポートできるようメ
ニューを展開している。

注：略語説明　SE（System Engineer）


